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解　説
最近の環境関連法令の動向
環境管理センター
　　　加瀬野 悟
　1970年から80年代の環境政策の基本であった公害対策基本法と自然環境保全法に代わって，平成5年11
月に「環境基本法」が成立した。これらの経緯については，本誌の解説（加瀬野：環境制御，16号，25－
28，1996年）を参照にしてもらいたい。この環境基本法により我が国における環境政策は，公害対策や自
然環境保全といった問題対処的政策から，環境保全の多様な対処を総合的かつ計画的に行う政策に転換さ
れようとしており，そのための関連法令の改正や施行が行われている。本稿では最近の環境関連法令の動
向について概説する。
1．水環境
　公共水域の水質の評価は，環境基本法に基づく環境基準によって行われているが，この環境基準達成の
ための法律として水質汚濁防止法が制定されている。この水質汚濁防止法の最近の主な改正は以下の通り
である。
　平成5年に有害物質に係わる環境基準値の一部強化（鉛とヒ素）と新たな環境基準項目に追加されたの
に伴い，平成6年に排水基準値の強化と新項目の排水基準が制定され施行されている（この排出基準値は
岡山大学の津島キャンパスの排出水および鹿田キャンパスおよび倉敷，三朝地区全ての排出水に適用され
る）。新たに追加された項目は，ジクロロメタン，四塩化炭素などの9項目の有機塩素化合物，シマジソ
などの4種類の農薬・除草剤，ベソゼソ，セレンの15項目である。この際環境基準の見直しと共に，要
監視項目という有害物質対策の新たなカテゴリーが追加された。環境の有害物質となりうる化学物質の数
の多さ等を考慮すると，問題が顕在化した物質の対策に逐次取り組む他に，新たなシステムと行政的な取
り組みが必要となってきている。要監視項目の設定は，有害物質対策の検討に一種のプール制度を追加し
たものとして注目されよう。
　瀬戸内海などの閉鎖性水域では，窒素・リソ等の栄養塩類によって水質が悪化してきている。平成5年
には窒素・りんの環境基準の設定，排水基準の設定が行われた。排水基準は，環境庁長官の指定した88海
域について海域および流入する公共水域に排出水を排出する特定事業場に適用され，岡山大学津島キャン
パスにも平成8年4月1日より適用されている（全窒素：基準値平均25㎎／1，最大値50旧9／1，全リソ：
基準値平均3mg／1，最大値6㎎／1）。また環境基準の類型当てはめについては，平成7年2月に東京湾，
大阪湾，平成8年2月に伊勢湾を完了し，現在，瀬戸内海について準備が進められている。
　水質汚濁防止法の最近の改正としては，平成8年に汚染された地下水の浄化制度と事故時の措置の対象
拡大が行われた。地下水の汚染については，汚染原因者に対して，汚染された地下水の浄化の措置を都道
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府県知事が命ずることができることになった。また事故時の措置の対象物質に油を加え，油に係わる事故
時の措置の対象事業場に貯油施設等を有する事業場が新たに追加された。
2．大気環境
　大気環境の分野においては，平成8年5月に大気汚染防止法が改正された。この改正では，①微量であっ
ても発ガン性の可能性が否定できない閾値がない物質について，実質的に安全と見なすことができるリス
クレベルとして，生涯リスクレベル10’sを当面の目標にすること，②有害大気汚染物質に該当する可能性
がある234種類の物質のリストと優先的に対策に取り組．むべき22種類の優先取組物質のリスト，③発ガソ
性の認められるベンゼンに係る大気環境基準の指針値を年平均3μg／m3以下とすること，④優先取組物
質のうち，ベソゼソ，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンを排出又は飛散を早急に抑制しなけれ
ばならない物質（指定物質）として選定し，その排出抑制を行うこと，⑤指定有害大気汚染物質のモニタ
リングを行うとされている。またガソリン中のベンゼン含有率の低減目標1％が示されている。ペソゼソ
の大気環境基準の設定は，昭和48年置二酸化窒素等の基準設定以来23年ぶりであり，今後トリクロロエチ
レン，テトラクロロエチレン等の大気環境基準が設定されていく予定となっている。
　これらの有害大気汚染物質対策は，従来のばい煙等の規制とは異なり，将来にわたって健康影響を未然
に防止する観点から，事業者の自主的取組を促進しながら，排出源や排出形態が多種多様な物質を対象と
して排出抑制を図ろうとする新たな枠組みといえよう。
3．廃棄物問題
　廃棄物排出量の増大と質の多様化，廃棄物減量化・再利用の停滞，廃棄物の不法投棄，廃棄物埋立地の
不足などの問題化してきたため，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下，「廃棄物処理法j）の大幅
な改正が20年ぶりに平成3年に行われた。
　今回の改正においては法の目的を従来の「廃棄物の適正な：処理」から「廃棄物の排出抑制と廃棄物の分
別，保管，収集，保管，処分等の適正処理」と変更しており，消費者に対しても一般廃棄物の適正な処理
に関して国および地方公共団体の施策への協力を制定している。その上で，廃棄物の減量化と再生の促進，
廃棄物の適正処理の確保，廃棄物処理施設の整備が大きな柱となっている。
　廃棄物の減量化・再生の促進のために市町村は一般廃棄物の排出抑制，分別収集の処理計画を策定しな
ければならな：い。また市町村が行う粗大ゴミ，事業系ゴミの処理の手数料を徴収できるとしている。廃棄
物を適正に処理するために，有害物質などの特別管理産業廃棄物を新たに設けマニュフェスト制度を義務
づけた。また収集運搬業，処分業を区分化するなどの処理の規制強化が図られた。また廃棄物処理施設に
許可制が導入された。
　また，「再生資源の利用に関する法律」が，平成3年に制定された。この法律では，再資源の原材料と
しての利用などによって事業者のリサイクル活動の促進を図ることを目的としている。
　さらに「容器包装に係る分別収集および再商品化に関する法律（容器包装リサイクル法）」が，平成7
年に制定され，ペットボトルに関して平成9年4月より施行されている。家庭ゴミ中の容器包装廃棄物は，
容積比で57．5％，重量比で23．3％を占めており，この法律では，容器包装の市町村による分別収集と事業
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者による分別基準適合物の再商品化を義務づけている。
　さらに平成9年6月には，廃棄物処理法の一部改正が行われた。今回の改正では，平成3年の改正で欠
落していた産業廃棄物問題に焦点をあて，不法投棄対策の抜本的強化と廃棄物処理施設の信頼性・安全性
の向上を主眼としている。
　具体的には，特別管理産業廃棄物に限定されていたマニュフェスト制度をすべての産業廃棄物に適用す
ることになった。また不法投棄に対しては最大1億円の罰金を課すことなどが規定されている。また，現
状回復のための基金創設も盛り込まれ，原因不明の不法投棄を現状回復した都道府県などに対し，資金を
拠出することができるとされている。さらに，生活環境への影響調査とその結果を許可申請書に添付する
ことや，申請書などを縦覧し関係住民や市町村長の意見を聴取することを事業者に義務づけるなど，施設
の設置手続きの明瞭化を図っている。
4．環境アセスメント
　環境庁設立以来の悲願ともいわれたr環境影響評価法案」が平成9年6月に成立した。今回の環境影響
評価法では，対象14事業に対して，必ずアセスメントを実施する第一種事業，第二事業としてこれに準ず
る規模でアセスメントを行うかどうかを国が都道府県知事の意見を聞いて個別にスクリーニングや，アセ
スメントの手続きが早期から行われるよう，調査方法について住民や都道府県知事，市町村長などの意見
を求めるスコーピソグなどが導入されている。同法の施行は2年以内とされている。
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